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第１章 総則 

（名称） 

第１条 当法人は、一般社団法人Food Communication Compassと称する。 

 

（主たる事務所） 

第２条 当法人は、主たる事務所を東京都千代田区に置く。 

 

（目的） 

第３条 当法人は、食に関する科学的根拠に基づいた情報の収集・提供を通して、国民の

健康や安全を守る事業を行うとともに、国民が冷静に食の問題に対処できる社会

の構築に寄与することを目的とする。 

 

（事業） 

第４条 当法人は前条の目的を達するため、次の事業を行う。 

（１） ウェブサイトの運営 

（２） 調査研究、情報収集及び提供 

（３） 各種講演会、交流会、セミナーの企画、開催、運営 

（４） メールマガジン及び機関紙の発行 

（５） その他、前各号に掲げる事業に付帯又は関連する事業 

 

（公告の方法） 

第５条 当法人の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法により行

う。 

 

第２章 社員 

（入社）                                                                     

第６条 当法人の目的に賛同し、入社した個人を社員とする。  

２ 社員となるには、社員総会の承認を得るものとする。 

 

（経費等の負担） 

第７条 社員は、経費負担義務を負わない。 

 

（退社） 

第８条 社員は、いつでも退社することができる。 

 

（除名） 

第９条 社員が次のいずれかに該当するときは、一般社団法人及び一般財団法人に関す

る法律（以下「一般法人法」という。）第４９条第２項に定める社員総会の特別決議によって

当該社員を除名することができる。 

（１） この定款その他の規則に違反したとき。 



（２） 当法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

（３） その他の除名すべき正当な事由があるとき。 

 

（社員資格の喪失） 

第１０条 前２条の場合のほか、社員は、次のいずれかに該当するときは、その資格を喪失

する。 

（１） 成年被後見人又は被保佐人になったとき。 

（２） 死亡し又は失踪宣告を受けたとき。 

（３） 総社員が同意したとき。 

 

第３章 社員総会 

（開催） 

第１１条 当法人の総会は、定時社員総会及び臨時社員総会の２種とし、定時社員総会

は、毎事業年度終了後３か月以内に開催し、臨時社員総会は必要に応じて開催する。 

 

（招集） 

第１２条 総会は、理事長が招集する。 

 

（決議の方法) 

第１３条 社員総会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、総社員の２分の 1 以

上が出席し、出席した当該社員の議決権の過半数をもって行う。可否同数のときは、議長

の決するところによる。 
 

（議決権） 

第１４条 社員は、各１個の議決権を有する。 

２ やむをえない理由のため、総会に出席できない社員は、あらかじめ通知された事

項について書面若しくは、電磁的方法をもって表決し、又は他の社員を代理人として

表決を委任することができる。 
３ 前項の規定により表決した社員は、前条の適用については総会に出席したものと

みなす。 
４ 総会の議決について、特別の利害関係を有する社員は、その議事の議決に加わる

ことができない。 
 

（議長） 

第１５条 社員総会の議長は、理事長、もしくはその指名する社員がつとめる。 

 

（権限） 

第１６条 総会は次の事項について決議する。 

（１）  会費の金額 

（２）  理事の選任又は解任 

（３）  理事の報酬等の総額の上限及び支給の基準 

（４）  社員の承認又は除名 



（５）  賃借対照表及び正味財産増減計算書の承認 

（６）  定款の変更 

（７）  借入金及び重要な財産の処分及び譲受け 

（８）  解散及び残余財産の処分 

（９）  不可欠特定財産の処分の承認 

（１０） 事業の全部もしくは一部の譲渡 

（１１） その他総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

 

（議事録） 

第１７条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな

い。 
（１）日時及び場所 
（２）社員総数及び出席者数（書面若しくは電磁的方法による表決者又は表決委任が 
ある場合にあっては、その数を付記すること。） 
（３）審議事項 
（４）議事の経過の概要及び議決の結果 
（５）議事録署名人の選任に関する事項 
２ 議事録には、議長及びその総会において選任された議事録署名人が、記名押印又

は署名しなければならない。 
 

 

第４章 理事 

（理事） 

第１８条 当法人は、理事１名以上５名以内を置く。 

２ 理事のうち１名を理事長とする。 

 

（選任） 

第１９条 理事は社員総会において社員の中から選任する。 

２  理事長は、理事の互選によって定める。 

３ 理事長以外の理事は、法人の業務について、当法人を代表しない。 
４ 理事のうちには、それぞれの理事について、その配偶者若しくは３親等以内の 

親族が１人を超えて含まれ、又は、当該理事並びにその配偶者及び３親等以内の

親族が理事総数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。 
 

（任期） 

第２０条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関す

る定時社員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

 

（理事の職務及び権限） 

第２１条 理事は、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行する。 

２ 理事長は、法令及び定款で定めるところにより当法人を代表し、その業務を執行する。 

 



（解任） 

第２２条 理事は、総会の決議によって解任することができる。 

 

（報酬等） 

第２３条 理事の報酬、その他職務執行の対価として当法人から受ける財産上の利益は、

社員総会の決議によって定める。 

 

 

第５章 計算 

（事業年度） 

第３１条 当法人の事業年度は、毎年３月１日に始まり翌年２月末日に終わる。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第３２条 当法人の事業計画及び収支予算等は、毎事業年度の開始の日の前日までに理

事長が作成し毎事業年度開始後の定時社員総会の承認を受けなければならない。 

 

（剰余金の不配当） 

第３３条 当法人は、剰余金の分配を行なわず、翌事業年度に繰り越すものとする。 

 

 


